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Ⅰ．はじめに
　今日，CSR（corporate social responsibility）は一時のブームを越えて，企
業が最優先で取り組むべきグローバルな戦略的課題として位置づけられるよう
になってきた。事実，わが国でもCSR報告書を発行する企業の数は年々増加し，
現在では2,000社近くにまで及んでいる⑴。その一方で，CSR そのものの解釈
はというと，企業が果たすべき社会的使命という点ではほぼ共通しているもの
の，その内実ないし構成要素に関しては各国および各社によって相当な差異が
認められる［藤井，2005］。とくに，わが国では法令遵守（コンプライアンス）
が CSR の中心をなすとの認識が根強いが，CSR 先進地域といわれる欧州では
むしろ，CSR はコンプライアンス以上のものと観念されている。
　ともあれ，企業がいかに社会的存在と認識されようとも，そこにおける経営
活動はおしなべて利益の確保に向けて体系化されている。そうであれば，CSR
も，経営活動の成果に対する関連づけが可能な統合的な枠組みのなかでマネジ
メントが図られる必要がある。さりとて，時間とコストがかかる割には，CSR
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⑴　日本財団の以下の HP を参照されたい。
　　http://canpan.info/csr_list_search.do
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の履行が企業にベネフィットをもたらすという確たる証拠はなく，また，CSR
に含まれる個々の活動も時に相互に矛盾することもあるため，中小企業を中心
に CSR の実施に消極的な姿勢を見せる企業もけっして少なくないのが現状で
ある。
　他方で，短期的にはともかく，長期的には CSR の履行は企業価値を高め，
企業経営に経済的な貢献を果たすとの議論もあり，その点に依拠するならば，
CSR は将来の企業価値ならびに社会的価値を生む元になる広い意味での「資
産」と考えることもできる。ただし，個々の CSR 活動が企業の財務的な業績
に及ぼす影響を明確に掴むことは困難である。もちろん，これを否定すること
はできないが，その影響は貸借対照表上には絶対に現れてこない性格のもので
あるため［Vogel, 2005, p.16］，CSR はいわゆる「見えざる資産」であるところ
のインタンジブルズ（intangibles）の範疇に属する。
　そこで，より多くの企業が積極的かつ自主的に CSR に取り組むよう促すに
は，それが企業の経営活動の目的と矛盾するものではなく，むしろその目的の
実現の一端を担っていることを，明示的なモデルによって描き出す，すなわち
「見える化」する必要があろう。本論は，かかる問題意識のもとで，インタン
ジブルズという視点から CSR のもつ意味合いとその構成要素を明らかにし，
社会はもとより企業の経済的成果と関連づけたその「見える化」がなぜ必要か
を検討しようとするものである。そのうえで，かかる「見える化」の実現にむ
けた各種のアプローチを批判的に検討し，その課題を抽出する。さらに，これ
らの課題の解決に向けた方向性をヤヨイ食品株式会社（以下，ヤヨイ食品）を
対象とするアクションリサーチを通じて得られた知見をもとに考察する。
Ⅱ．CSR の真意とその構成要素
１．CSR とトリプルボトムライン
　冒頭でふれたように，CSR をどう解釈するかは論者によって多少なりとも
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その内容に差異が認められるだけでなく，国や地域によってもそのとらえ方は
さまざまである。たとえば，エンロンやワールドコムなど企業の不祥事が相次
いだ米国では企業の内部統制やコンプライアンスをベースとして，これにフィ
ランソロピーや地域貢献をくわえたものが CSR の中心課題とされているのに
対し，欧州ではコンプライアンスは CSR 以前のいわば当たり前の行為であり，
わざわざ CSR の構成要素とするには及ばないとの認識が根強いようである。
　実際，EU の行政執行機関である欧州委員会が2004年６月に実業界，労働組
合，市民団体等を対象に CSR の積極的展開を実現するために開催した欧州マ
ルチステークホルダー・フォーラムでは，CSR とは社会面および環境面の考
慮を自主的に経営活動に統合することであり，法的要請や契約上の義務を上回
るもので，それらの要請や義務以上のことを行うことであると定義している
［The European Multi-Stakeholder Forum on CSR, 2004］。
　ひるがえって，わが国の CSR は当初米国の模倣と揶揄されたが，現在では
ほぼ米国と欧州のミックス型に収まったとの感がある。ただ，先進企業の
CSR ないしサスティナビリティ・レポートを見ると，昨今では徐々に欧州型
へとシフトする傾向が色濃く感じられる。また，これらの報告書から読み取れ
る特徴としては，本業との関連を軸にしたトリプルボトムライン報告が主流に
なりつつあるということであり，ここにも欧州の影響がうかがえよう。トリプ
ルボトムラインとは，企業活動を経済的な側面だけでなく社会的および環境的
な側面からも同時に評価しようとする考え方で，欧州企業の CSR 報告書はこ
れを反映した構成となっている。
　前述のように，わが国の企業の CSR 報告書も，その多くはほぼトリプル・
ボトムラインを強調する内容になっている。しかし，経済・社会・環境はけっ
して同列ではない。企業活動（業務）は経済的成果を得ることを目的とする。
その活動が社会や環境に影響をあたえる。その影響をマネジメントするには，
業務のやり方を工夫するしかない。業務への統合を強調するのは，それと切り
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離しては，効果的・効率的なマネジメントが実現できないからであるが，同時
に，社会や環境的な側面を日常的に行われる本来の業務とは別枠の，いわば特
別なものとして扱うべきではないことをマルチステークホルダー・フォーラム
の定義は示唆している。
　上記の統合を実現するには，本業が社会・環境にあたえる影響を本業の成果
にかかわらせて把握することが不可欠な要件となろう。実際のところ，いくら
社会・環境に配慮した経営を心掛けても，赤字になってはこれらを持続するこ
とはできない。すなわち，経営環境が悪化し，企業が本業で手一杯の状態にな
れば社会・環境面の配慮は後回しにされてしまうリスクは常に存在する。とい
うのも，むろんすべてではないが，CSR の目標は，これを徹底的に追求しよ
うとすればするほど，多くの部分で企業の経常的な業務の目標とトレードオフ
を引き起こすからである。それゆえに，経済・社会・環境の３者関係をただ統
合するだけでなく，これらを体系的に整理し，社会・環境面と最適な関係をた
もてるように経済的成果を生み出す業務そのものを作り込んでいくことが必要
になってくる。そのためには，CSR 活動の成果を「見える化」して，３者の
ベクトルをあわせる必要がある。
２．「見える化」の意義と対象
　「見える化」が必要な理由はそれだけではない。CSR を文字通り解釈するな
らば，それは企業が社会に対して担うべき「責任」であって，けっして「義務」
ではない。そうであれば，コンプライアンスを CSR 以前の問題と解釈するの
は妥当であり，また責任は自由に付随して発生するもので，義務でない以上，
CSR に一切関心を抱かない企業があっても不思議ではない。
　すなわち，義務とは，自身の立場に応じて生じる役割を意味し，他方，責任
は自身が自ら引き受けた結果生じる役割であるから，両者は微妙に異なる。に
もかかわらず，とくにわが国の CSR の論議においては，ときに両者が混同さ
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れているように思えてならない。ここであらためて強調するなら，義務の中身
は自己を取り巻く状況や環境によって左右される。他方，責任の受諾に際して
は，その役割の範囲，換言すればどこまで責任を負うかを明示し，また事後に
おいては，どこまでこれらを実現できたかを明らかにする必要がある。よって，
なにをどこまで実践するかは個々の企業の自由裁量によって決めることができ
るが，自由には責任がともなうから，結果を明確にすることなしに，責任を果
たしたことにはならないのである。このことから「見える化」は，CSR の本
質に係る要件といえるにちがいない。
　また，社会的にもこの「見える化」に期待する声は日増しに高まってきてい
るように思われる。とくに，多くの企業が本格的に CSR に取り組むようになっ
てきたここ数年は，株主や投資家がその投資効果に関心を寄せるようになって
きたことにくわえて，同種のニーズは地方公共団体や地域住民の間にも拡大し
つつある。他方，CSR に取り組む個々の企業の社内にあっては，CSR 活動が
はたして企業価値の増大に寄与するのかといった懐疑的な視線にその担当部門
はしばしばさらされている。もとより，他の部門の協力なくして，CSR が真
の効果を発揮することは困難であることを想起するなら，とりわけ CSR の成
果に関する「見える化」が，当該活動自身の持続的な発展にとっても重要であ
るといってよいだろう。
　ただ，そうであるとしても，はたして貨幣的スケールによる「見える化」が
必要であるかどうかは検討の余地がある。そもそもここで「見える化」を議論
するのは，CSR がインタンジブルズであるという前提が，その論拠となって
いる。とはいえ，ここでいうインタンジブルズは，会計の領域で議論される無
形資産（資本）とは異なる。会計上のそれは，固有技術，ブランド，業務上の
ノウハウ等であり，物的形態をもたないことが，インタンジブルズの第一義的
な論拠となっている。その意味では，必ずしも将来的な価値との因果連鎖が明
確でない，もしくは測定困難であることを主たる論拠とするものではない。事
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実，特許権など企業価値との関連が明確なファクターもそこには含まれる。
　それでは，インタンジブルズをどう解釈すればよいのであろうか。少なくと
も，CSR 活動に関しては，物的形態をもたないことにくわえて，経済的（財
務的）成果との関連が明確でないという点が特徴として指摘できよう。それど
ころか，前述のように，CSR の履行は場合によっては経済的成果にマイナス
に作用することもある。他方で，それはリスクや社会的損失の回避，そして社
会的価値の向上に貢献するという側面も併せ持っている。したがって，企業の
みならず社会全般に対して価値をもたらす源泉として資産を広義に解釈するな
ら，CSR はまぎれもなくインタンジブルズであるということができよう。
　もっとも，インタンジブルズをこのように理解することで，必然的にコスト
や利益といった貨幣的なスケールによる「見える化」は困難となってしまう。
そこで，ここでいう「見える化」の対象となるのは，およそつぎのようなもの
に限定されることになる。
　⑴　履行すべき責任の範囲
　⑵　CSR 各活動間の相互関連性
　⑶　本業およびその成果と CSR 活動およびその成果との因果連鎖
　⑷　CSR の履行が社会・環境に与える影響
　これらのうち，⑴と⑷を除けば，現在の CSR 報告書には明確な記載は見当
たらない。また，そこでも何をなすべきかは表明されてはいても，それらの活
動の成果に関する目標の記述は不十分ないし曖昧なケースが多い。ましてや，
定量的に評価可能な一部の項目を除いては，結果の開示はけっして十分とはい
えないのが現状である。CSR が「義務」ではなく，「責任」であることを想起
するなら，「見える化」に向けたより一層の努力が望まれてしかるべきであろ
う。その際，焦点となるのは⑵および⑶の事項に係る「見える化」であること
は，いうまでもない。
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３．CSR と経済的成果との関係
　もちろん，いかに困難であろうとも，CSR と経済的成果との関連性の評価
を検討の外に追いやることはできない。なぜなら，それは上記⑶の「見える化」
を考える際の不可欠な検討課題となるからである。
　上記の困難性は，おそらく多くの論者が認めるところであろうが，Vogel に
よれば，その一方で企業が CSR に関心を寄せる大きな原動力となっているの
は，じつはそれが利益につながるからという議論であるという［Vogel, 2005, 
p.11］。事実，CSR に関する標準的なテキストは，より責任ある行動をとった
企業が財務的にも成功しているという例を多数あげている。ただし，そうした
事例を批判的に検討した結果，Vogel は CSR が採算に合うものだということ
を示す統計的な証拠はないと断じる。たしかに，CSR 関連の取り組みを評価
する投資家や顧客は少なくはないものの，相対的に見れば，CSR が株価や売
上にあたえる影響は小さいというのである。同時に，CSR と企業の経済的成
果との関連性を実証しようとする試み自体がじつは無益であり，かつ無意味だ
とも強調する［Vogel, 2005, pp.23-30］。
　ただし，彼はけっして CSR と企業の経済的成果との関連性や純粋に社会目
標や環境目標を達成しようとする高潔な企業が存在することを否定しているわ
けではない。要は，採算が合う時もあれば，合わない時もあるということであ
り，両者の因果連鎖を立証することはできないと主張しているにすぎない。同
様に，CSR が経済的成果にマイナスに作用するという証拠もないとも指摘す
る［Vogel, 2005, p.17］。
　それでは，なぜ CSR が採算に合うという議論が絶えないのであろうか。再
び Vogel によれば，CSR が採算に合うように見える一因は，そこから得られ
る利益が相当大きいからではなく，これを実践するためのコストが通常は意外
と小さいからで，一見すると，多額のコストをかけているように見える企業で
も，収益との比較でみればその額は僅少であるというのである［Vogel, 2005, 
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p.164］。こうした Vogel の一連の議論はじつに示唆に富んでいる。というのも，
CSR の本質を突いていると思うからである。なかでも，CSR の履行は任意で
あり，かつ市場（業績）に左右されることから，企業は採算が合う範囲内でし
か CSR を追求しない。換言すれば，CSR は採算が合う場合にのみその維持が
可能である［Vogel, 2005, p.4］という主張には共感を覚える。そして，この主
張を前提とするなら，採算が合うことを明示（見える化）しない限り，CSR
の履行はやがてとん挫し，その結果，少なくとも社会的価値は大きく損なわれ
ることになる。前述の困難さにもかかわらず，本論が CSR と経済的成果との
関連性の評価に拘る理由もまさにそこにある。
　それだけではない。他の多くの無形資産と同様に，経済的成果との関連が不
明確であることが CSR がインタンジブルズであることの根拠のひとつとなっ
ているわけであるが，逆説的にいえば，インタンジブルズであるからこそ，財
務的な成果との関連が成立要件のひとつであることも想起しなければならない
であろう。ただし，ここでいう「見える化」は必ずしも財務的なスケールによ
るものではない。以下では，非財務的なスケールを用いてこの「見える化」に
挑戦しようとする各種のアプローチを，順に検討していくことにする。
Ⅲ．「見える化」にむけたアプローチ
１．CSR イノベーションと CSR スコアカード
　これまでの議論を敷衍するなら，CSR の履行をスムーズに進めるには，ま
ずもって本業と CSR 活動との関係を「見える化」し，各活動を体系的に整理
したうえで，その行動計画を練り上げることが必要である。そうすることに
よって，組織の内外のステークホルダーから当該諸活動が企業ならびに社会の
持続的成長・発展に寄与するものであるとの合意を引き出すことができるであ
ろう。
　それでは，どのようにして，この「見える化」は可能となるのであろうか。
312
67インタンジブルズとしての CSR
この目的に対して大いに貢献が期待されるのが経済人コー円卓会議（Caux 
Round Table: CRT）⑵日本委員会による診断ツール「CSR イノベーション」で
ある。このツールは，2002年に米国で開発されたが，その後わが国の企業家の
意見を聴取するとともに，法制度との整合性等を図りつつアレンジが施され
た。現在のそれは，７×７のマトリックスの各設問に照らして自社の CSR へ
の取組状況を診断し，その課題を抽出して改善に役立てることに主眼が置かれ
ており，「経営者向けシステム」と「全社向けシステム」の２部から構成される。
両システムとも，行に示されたカテゴリーには1994年に CRT が定めた企業行
動指針の７つの一般原則が，そして列には７者の異なるステークホルダーが識
別されている。
　図表１は，このうちの経営者向けシステムを示したもので，企業経営の根本
的問題に関する経営者の意識および経営レベルを確認するための49の設問が用
意されている。一方，全社向けシステムはさらに詳細な275の設問から構成さ
れている。診断にあたっては，経営者向けシステムでは０～10点の11段階，
490点満点で採点されるのに対し，全社向けシステムでは展開と結果（達成率）
に分けてそれぞれ０～100％で評価し，さらに重みづけを配慮して1,000点満点
で採点される［経済人コー円卓会議日本委員会, 2006, pp.44-60］。いずれにせよ，
各 CSR カテゴリーに対して，自社の CSR 活動に内在する強みと弱みをステー
クホルダーごとに識別しようとするところにこのツールの特徴が認められる。
　なお，CSR イノベーションは前述の「見える化」の対象のうち，とくの⑴
と⑷に重点をおく一方で，本業との関わりや CSR 各活動間の相互関連につい
てはとくにこれを強調した設計はなされていない。各 CSR 活動の実践場面で
─────────────────
⑵　CRT は，オランダのフィリップス社元会長 F. Philip らが提唱して1986年に創設された CSR の浸
透と普及を目指すビジネスリーダーの世界的ネットワークで，日本，米国，欧州委員会（イギリス，
ドイツ，オランダ）がメンバーとなっている。なお，CRT 日本委員会の事務局の HP は下記のと
おりである。
　　http://www.crt-japan.jp/
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は，しばしば本業や CSR 活動間でトレードオフが生ずるような場合もあるこ
とから，診断後の改善に向けたフィードバック⑶を考える場合，若干の補強が
必要となってくるかもしれない。さらに，検討項目は多岐に及び，なおかつ評
価プロセスが複雑であることから，毎期これを繰り返すとなると，診断のため
の診断で終わってしまうという懸念を拭い去ることはできない。
　ところで，上記の CSR イノベーションをベースに独自の「見える化」を進
めているのが株式会社日産（以下，日産）である。具体的には，2006年度から
同社がサスティナビリティ・レポートにおいて公表している CSR スコアカー
ドがそれである。このスコアカードでは，「誠実」，「経済的貢献」，「ブランド」，
「品質」，「環境」，「社員」，「安全」，「バリューチェーン」，「社会貢献」の９つ
の重点分野が識別され，各分野ごとに現在実施中の活動に関する目標と，過年
図表１　CSR イノベーション：経営者向けシステム
カテゴリー
A
基本
原則
B
顧客
C
従業員
D
株主
投資家
E
取引先
F
競合
他社
G
地域
社会
得点計
１．企業の責任 1-A 1-B 1-C 1-D 1-E 1-F 1-G
２．企業の経済的，社会的影響 2-A 2-B 2-C 2-D 2-E 2-F 2-G
３．企業の行動 3-A 3-B 3-C 3-D 3-E 3-F 3-G
４．ルールの尊重 4-A 4-B 4-C 4-D 4-E 4-F 4-G
５．貿易自由化の推進 5-A 5-B 5-C 5-D 5-E 5-F 5-G
６．環境への配慮 6-A 6-B 6-C 6-D 6-E 6-F 6-G
７．不正行為の防止 7-A 7-B 7-C 7-D 7-E 7-F 7-G
評 価 点
総合評価点（490点満点）
出所　経済人コー円卓会議日本委員会，2006をもとに筆者が作成
─────────────────
⑶　CSR イノベーションは，欧米では Self Assessment and Improvement System（SAIP）と呼ば
れている。このことから知れるように，単なる診断だけでなく，改善にも同様に重きをおいたツー
ルであるといってよいだろう。
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度の目標と実績，翌年取り組む目標と長期ビジョンが示されている。また，進
捗度を確認するための指標も設定され，「見える化」に向けた方向性は明確だ
が，すべてが定量的な指標ではない。さらに，社会が日産に期待することを「社
会からの要請項目」として記載されているところも特徴といえる。
　この社会からの要請項目を重点分野ごとにまとめるにあたって，同社はマテ
リアリティ分析を行っている。マテリアリティ（materiality）は，2006年に改
訂された GRI ⑷のガイドライン（G3）によって提唱され，近年にわかに注目
を集めるようになった概念のひとつである。とくに，英国の NGO である
AccountAbility が，これを調査・分析するための共通のアプローチを，「マテ
リアリティ・レポート」［2006］⑸を通じて紹介したことから広く知られるよう
になった。そこでも強調されているが，マテリアリティはもともと経済的成果
に影響する重要な要因を意味する。もっとも，現在は財務的な視点からという
よりは，企業をとりまく多様なステークホルダーに対して企業活動が及ぼす影
響の大きさからこれを評価しようとする動きが主流となってきている。ともあ
れ，こうした影響要因をいかに識別していくかがマテリアリティを分析する際
の主要な論点となる。すなわち，とかく網羅的な内容になりがちな従来の
CSR 報告書から脱却して，企業が重点的に取り組む課題を明確に特定して，
実効力を高めるとともに，その姿勢を社会に強くアピールするうえで，この分
析が重要となるのである。
　日産においても，このマテリアリティを CSR 上の課題の絞り込みの際に評
価しているが，ここでも CRT 日本委員会が考案したマテリアリティ測定法が
活用されている。これは，CSR に関する各課題ごとに，それが「自社にあた
─────────────────
⑷　GRI（Global Reporting Initiative）は，オランダに本部を置くサスティナビリティ・リポーティ
ングの国際的なガイドライン作りを使命とする非営利団体のことである。
⑸　創コンサルティング翻訳の日本語版「マテリアリティ・レポート：戦略，パフォーマンス，報告
の整合」が以下の web ページよりダウンロードすることができる。
　　http://www.accountability21.net/uploadedFiles/publications/MaterialityReport(Japanese).pdf
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える影響」と「社会への影響度・関心度」の２つのベクトルに分けて，それぞ
れ10段階で評価するというものであるが，前者については，さらにこれを①自
社への影響度と②社会への影響度・関心度とに分けて考察する。というのも，
①だけで評価すると，財務一辺倒の短期的な思考に陥り，自社の利益だけを追
求する経営風土を醸成する可能性が懸念されるからである［管・石田, 2009, 
p.101］。なお，最終的な評価は２つのベクトルを掛け合わせたスコアによって
示され，それは前述の課題の絞り込みだけでなく，改善の目標値として，また
時系列的にそのスコアの推移を検討することによって，新たな課題の発見にも
つながる重要な情報として活用される⑹。
　このように，マテリアリティの評価が２つの異なるベクトルのもとで，CSR
活動の影響を評価することから，上記のアプローチは前述の「本業およびその
成果と CSR 活動およびその成果との因果連鎖」と「CSR の履行が社会・環境
に与える影響」の「見える化」に大いに貢献すると期待することができる。た
だし，自社への影響度を評価するとはいえ，仮に経済的成果との関連性に重き
をおく評価を行ったとしても，最終的には社会・環境に与える影響と合算され
て評価されるため，なにに貢献したかではなく，どの CSR 活動が効果をあげ
たかに重きをおく体系となっている。
　さらに，「CSR 各活動間の相互関連性」の「見える化」をそれは直接射程距
離内におくものではないことから，別のアプローチとの併用の是非が議論され
うるかもしれない。
２．BSC のフレームワークへの統合：サスティナビリティ・スコアカード
　前述の日産の CSR スコアカードは，Kaplan & Norton［1992］が提唱する
バランスト・スコアカード（balanced scorecard; BSC）を連想させるが，日産
─────────────────
⑹　その詳細については，管・石田［2009, pp.101-121］を参照されたい。
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のそれは必ずしもこれを意識したものではないようだ。他方，BSC を援用し
たアプローチとしては，英国の SIGMA（sustainability integrated guideline 
for management）ガイドライン・ツールキットが提示するサスティナビリ
ティ・スコアカード⑺がある。
　BSC には，「財務」，「顧客」，「業務プロセス」，そして「学習・成長」の４
つの視点が設けられている。戦略を実現するためのひとつひとつの道筋につい
て，異なるステークホルダーのそれぞれの立場から評価検討を行い，利害の調
整を図りつつ戦略の実効性を高めようとするところに，BSC の本質的なメッ
セージが込められている。この点，サスティナビリティ・スコアカードでは，
顧客の視点をより広義に解釈して「ステークホルダーの視点」に読み代えてい
る。さらに，財務の視点も「サスティナビリティの視点」に代わっている⑻。
じつは，わが国においても類似のアプローチとしてアサヒビール株式会社（以
下，アサヒビール）の CSR 戦略マップをあげることができるが，そこでも４
つの視点が「ミッション＆財務」，「ステークホルダー」，「業務イノベーション」
および「スキル・ノウハウアップ」にそれぞれアレンジされており⑼，上記の
ツールキッドの影響が読み取れる。
　とはいえ，こうしたアレンジはBSCのもつ固有な特徴を歪めてしまうといっ
た懸念もないわけではない。前述のように，BSC はもともとマルチステーク
ホルダー経営を前提としたものであり，CSR それ自体も同様な観点に立つか
─────────────────
⑺　SIGMA ガイドラインは，英国貿易産業省の支援のもとで，英国規格協会などが中心となって取
り組んだプロジェクトの成果として公表されたもので，持続的な発展に向けて組織がどのような取
り組みをなすべきかを示している。このガイドラインは，「基本理念」，「マネジメント・フレーム
ワーク」，「ツールキット」から成り，サスティナビリティ・スコアカードは，ツールキットに示さ
れた13のツールのうちの１つである。なお，SIGMA ガイド・ツールキットの詳細は，下記の web
ページからダウンロードすることができる。
　http://www.projectsigma.com/
⑻　Kaplan らも，非営利組織に対しては，財務と顧客を統合した視点を設定することを示唆すると
ともに，顧客と財務の視点が逆転したシャーロット市の事例等を紹介している。
⑼　詳細は，伊吹［2005, pp.110-115］を参照されたい。
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らこそ，そのサポートツールとして BSC が注目されたものと考えられる。他
方で，CSR 経営のコアをなすステークホルダーは地域社会や環境であるもの
の，BSC にはこれらに対応する視点が存在しない。そのために，上記のよう
なアレンジが，いわば苦肉の策として選択されたのであろう。だが，皮肉にも
それは BSC の基本的な目論見とは距離を置く結果となってしまったといわざ
るをえない。
　それでは，こうした矛盾をどう解決すればよいのであろうか。ひとつの可能
性としては，CSR のマルチステークホルダーの特性を意識して，視点を増や
すというアプローチが考えられる。実際，わが国における BSC 導入企業のさ
きがけとなったリコーおよび宝ホールディングスでは，既存の４つの視点のほ
かに第５の視点として，「環境保全」ないし「社会・環境行動」の視点をくわ
えるといった独自の取り組みがなされてきた⑽。もちろん，BSC に盛り込まれ
る視点は，けっして先の４つに限定されるわけではない。地域社会が組織を取
り巻く主要なステークホルダーとして認識される以上，これを独立した視点と
して設けることは理にかなっている。とはいえ，大多数の組織がこうしたアプ
ローチをとってこなかったのはなぜであろうか。
　あらためて強調するまでもなく，BSC および戦略マップは，たんに異なる
ステークホルダーの利害を投影した視点を設ければよいというものではない。
この点にくわえて，戦略目標ないし重要成功要因が，いわば各視点を貫くよう
に因果連鎖⑾によって結ばれていることが，実行力ある戦略マネジメントシス
テムとしてそれらが機能するための条件となる。じつは，この因果連鎖を崩さ
─────────────────
⑽　詳細は，伊藤・清水・長谷川［2001］を参照されたい。
⑾　BSC における戦略目標間の関連性は因果連鎖ではなく，単なる相関関係ないし仮説にすぎない
という論者もいるが，そのような関係性しか見出せないようでは BSC とはいえないと筆者は考え
ている。なぜなら，戦略目標どうしが確固たる関連性によって結ばれているからこそ，戦略を実現
するための明確な道筋が描けるからである。同時に，そうした因果連鎖を識別し体系化したものが
ほかならぬ戦略マップである以上，その作成はけっして容易ではないことが理解できるであろう。
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ずに CSR 関連の戦略目標を BSC ないし戦略マップ上に描き込むことは困難で
あり，ましてや５つ目の視点として CSR を独立させるとなると，その困難性
はさらに高まることになる。
　もうひとつの可能性を表すものとして，Kaplan & Norton［2001, 2004］は
BSC の縦軸を貫く戦略テーマ（戦略クラスター）の１つに「規制と環境」あ
るいは「規制と社会プロセス」を掲げるアプローチを提唱している。ただし，
ここにも問題がある。すなわち，戦略テーマの一角にこれを位置づける場合に
は，先の５つ目の視点として CSR を加えることによる困難性はある程度緩和
されると期待できるものの，完全にこれを解消できるわけではない。というの
も，最終的に株主価値の増大に向けて因果連鎖を構築する戦略目標と CSR 関
連の行動目標とは，多くの場面で負の相関あるいはトレードオフを生ずること
になると予想されるからである。
　CSR 関連の戦略目標は，そもそも財務的な成果に直結するものではない。
さらに，業務プロセスの革新を図っていく場面にあっては，CSR 関連の行動
目標の実現が他の戦略目標の達成を阻害する要因として働く可能性も否定でき
ない。そのため，CSR を積極的に推進している企業ですら，これに関わる行
動目標を重要成功要因と認識しているところは少なく，むしろ CSR に無関心
でいると遠からず財務的な成果にマイナスな作用を及ぼしかねないとして，こ
れをリスク要因と位置づけているところも多いのである⑿。
　このように，CSR 関連の行動が，組織の基本戦略を実現に導く重要成功要
因としてよりも，リスク要因あるいは制約条件的な性格をもつものであるとす
れば，既存の BSC ないし戦略マップでは両者の性格のちがいを明確に描き出
すことはできない。そこで，戦略目標ないし重要成功要因とリスク・制約要因
を明確に識別できるように，BSC や戦略マップの作成の仕方を工夫するとい
─────────────────
⑿　Vogel は，CSR 先進企業数社の例をあげて，それらの企業が CSR に注力する目的は競争力を高
めることではなく，それを損なわないようにするためであると論じている［Vogel, 2005, pp.73-74］。
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うアプローチが別途考えられる。これを具現化したものが３次元戦略マップで
ある。
３．３次元戦略マップ
　BSC，というより戦略マップにおける４つの視点は，異なるステークホル
ダーの利害を象徴するものであると同時に，組織戦略を具体的な行動に置き換
えて表現する場を提供する。ただし，それらはけっして同質ではない。すなわ
ち，財務の視点はいわば組織行動の最終的な「結果（アウトカム）」を表す視
点であり⒀，実質的にこの結果をドライブするのは顧客，業務プロセス，学習・
成長の３つの非財務の視点において識別される戦略目標である。換言すれば，
実質的な戦略計画が練られるのはこれら非財務の視点においてである。そし
て，先の結果とその原因系となる非財務の視点における戦略目標をつなぐロジ
カルな関連性を描き込むことが，BSC の第一義的な目的といえる。仮に，原
因系となる非財務の３つの視点を統合して「ドライビングフォース」と名づけ
るなら，それはアウトカムとは明らかに次元を異にしている。
　というのも，非財務の視点に散りばめられた戦略目標がアウトカムに結びつ
くまでにはタイムラグが存在するからである。くわえて，イニシアティブある
いはアクションプランと関連づけて具体的な施策を検討するのは非財務の視点
における戦略目標であって，財務の視点のそれらに対しては，そもそもイニシ
アティブあるいはアクションプランを識別することすら困難であるからでもあ
る。そのため，既存の戦略マップにおいても，財務の視点と顧客の視点の間に
は，いわば暗黙の境界線が引かれていたとみてよいであろう。
　ただし，既存の戦略マップは４つの視点が平面的に羅列されているだけなの
─────────────────
⒀　この点に関して Kaplan & Norton［2004, p.12］は，財務のみならず顧客の視点もアウトカムを
あらわすと強調している。同時に，実質的に戦略をドライブするのは業務プロセスと学習・成長の
視点であるとして，４つの視点間の次元のちがいに言及している。
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で，この境界線の存在を忘れがちである。その結果，ときとして財務の視点と
他の視点を単純に入れ替えるといったアプローチが図られることさえあった。
そこで，不鮮明であった境界線を明確化するとともに，先に指摘したリスクな
いし制約要因を重要成功要因と区別して描き込もうとするなら，少なくとも
「アウトカム」とこれを導く「ドライビングフォース」，さらには「リスクない
し制約」の３つの次元に分けた戦略マップを作成する必要がでてくる。このよ
うなマップが作成できれば，因果関係とトレードオフを別個に戦略マップに描
くことが可能となり，たんに戦略を実現する道筋を分かりやすく描くだけでは
なく，実践に向けて信頼するにたるガイドとなるように，これらを仕立てるこ
とができる。そして，これによって実践が停滞したり，あるいは失敗したりし
ないように戦略実現のプロセスをマネジメントすることが可能となろう。
　３次元戦略マップのイメージを示すなら，図表２のようになる。このマップ
では，前述の「アウトカム」，「ドライビングフォース」そして「リスク・制約」
の３つの次元に，BSC 上の４つの視点がちりばめられている。すなわち，民
間企業であれば，財務の視点はアウトカムに，そして業務プロセスおよび学習
と成長の視点はドライビングフォースに，それぞれ例外なく位置づけられるで
あろう。ただし，顧客の視点をどこに置くかは議論の余地がある。他方，パブ
リックセクターにあっては，アウトカムには顧客（市民）の視点が入り，財務
の視点はアウトカムというよりは，リスク・制約の次元に位置づけられること
になるかもしれない。
　いずれにせよ，議論の焦点となるのはリスク・制約の次元である。前述の
CSR に限らず，ここに新たな視点を設けてもよいが，視点を追加するか，あ
るいは追加するとすればどこに，といったことは主たる問題ではない。なぜな
ら，３次元戦略マップの眼目は，あくまでも組織を取り巻く多様なステークホ
ルダーの利害を過不足なく調整し，組織の共通目標を達成できるような形で戦
略の実現プロセスを議論する場を提供することにある。そのためには，個々の
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ステークホルダーの立場に配慮して識別されたそれぞれの戦略目標が，どのよ
うに因果連鎖を構成し，またどのような場面ではトレードオフとなりうるのか
を明確に描き出せれば，それでよいからである。
Ⅳ．CSR 戦略マップをめぐる論点
１．CSR 担当部門の戦略マップ
　前章では BSC を援用した各種のアプローチを検討してきたが，すでに明ら
かなように，それらはBSCというよりも，戦略マップに注目したものといえる。
戦略マップは，その構造からして，「CSR 各活動間の相互関連性」という「見
える化」の課題には大いに威力を発揮するものと期待できる。あわせて，「本
業およびその成果と CSR 活動およびその成果との因果連鎖」や「CSR の履行
が社会・環境に与える影響」についても同様な効果が期待されよう。ただし，
CSR 戦略マップについては，マップ上に本業に関連した重要成功要因を散り
ばめるのは難しい。前述の３次元戦略マップはこの課題を克服しようとするも
のであったが，それでも識別可能な要因の数は限定されることになる。
　ともあれ，戦略マップの登場以来，BSC それ自体はもっぱら成果指標の体
系表へと性格が変化した感がある。それゆえ，CSR の「見える化」に BSC の
枠組みを援用しようとするアプローチが戦略マップにフォーカスをあてるのは
当然といえよう。CSR の「見える化」には，各活動間の因果連鎖を示すだけ
では不十分であり，ましてや経済的成果へとつながる道筋を描こうとなると，
そこにはおのずと限界があるといわなければならない。
　また，前章で検討した各アプローチには別の課題もある。すなわち，どのア
プローチも本業とのかかわりのなかで CSR を検討するにはいいが，CSR 実動
部隊といえる担当部門のマップとしては機能しづらい面がある。この点に関し
ては，CSR は特定の部門だけが関与するのではなく，経営の根幹に関わる問
題であるだけに企業ないし組織全体で対応すべきという議論も当然ながらでて
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こよう。たしかに，現状では既存のいずれかの部門が兼務しているケースがわ
が国には多いようで，これは上記のような理由から CSR を重視している証左
と見ることもできるかもしれない。他方で，営業部門の中に CSR 担当部門を
置いている企業もあり，うがった見方をすれば，こうした企業では CSR を販
売促進のための一施策程度にしか考えていないのではと疑いたくもなる。
　他方，欧米の CSR 先進企業では，たとえばフランスのダノン社の持続的発
展と社会的責任事業部やオランダのフィリップス社のコーポレート・サスティ
ナビリティ・オフィスなど，CSR担当の専門部門を設けているところが目立つ。
もちろん，専門部門とはいっても，組織横断的な CSR 委員会といった性格を
有している。換言すれば，既存の部署からの影響を排除して中立の立場で，粛々
と CSR を実践していくという姿勢が顕著にうかがえる。この点，わが国の企
業場合 CSR にどのように向き合おうとしているのかが組織構造の上からもい
まだ明確に掴めない状況にある。
　それでは，CSR 担当部門が企業内に設置された場合，当該部門の戦略マッ
プに必要とされる要件はいかなるものであり，他の部門や組織全体のそれらと
はどの点で異なるのであろうか。これを検討するうえでひとつのヒントとなり
うるのは，前述のアサヒビールのCSR戦略マップであろう。この戦略マップは，
同社の CSR 担当部門の活動ないし課題が体系化され，各重要成功要因に対し
ては成果指標も識別されており，同社の CSR 活動の内容と範囲を明確に読み
取ることができる。他方で，このマップからは企業の経済的な成果との関わり
は見えてこない。ミッションと財務の視点における重要成功要因は，どちらか
というとミッションに関連した抽象度の高いものにとどまり，視点の名称とは
裏腹に経済的な要因は一切識別されてはいない。
　ただし，これは，マップそのものの作成の仕方の問題というよりは，ある種
CSR 戦略マップの宿命といえなくもないであろう。すなわち，個々の CSR 活
動ないし重要成功要因が経済的な成果と強い関連性をもつとは考えにくい。ま
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してや，因果連鎖となるとなおさらである。そうであれば，CSR に特化した
戦略マップが文字通り戦略マップとして機能するかどうかは疑問である。か
わって，それは企業が実践すべき CSR 活動の体系的な関連性を示すものとは
いえ，CSR 関連のアクションプランの域をでるものではないといえるかもし
れない。
　筆者は，2007年６月に同社の社会環境推進部において戦略マップ作成時にそ
の陣頭指揮にあたった加藤種男氏（訪問当時はアサヒビール芸術文化財団事務
局長）に対しインタビュー調査を行い，戦略マップの実践的な効果について訊
ねた。同氏によれば，当該マップは2001年にコンサルタント主導で試行的に作
成したもので，基本的な活動内容には変更はないものの，その後は改定も，ま
た活用もされていないとのことであった。同社の場合，CSR の履行について
は十分に組織的な合意が得られており，いかなる手段を用いようとも，あえて
その「見える化」を図る必要はないということかもしれない。とはいえ，すべ
ての企業が同様なスタンスを有しているわけではない。企業全体レベルでは問
題は顕在化しにくいが，個々の具体的な CSR 活動の中身やそのあり方につい
て検討する場合には，事業戦略との関わりや経済的成果との関連性をイメージ
するのは困難となり，いわばその効果を検証することなく CSR 活動だけが独
り歩きするといった事態を引き起こしかねない。おそらくは，多くの企業の
CSR 担当部門が同様な悩みを共有しているものと思われる。
　すなわち本業との関わりが重視される一方で，社会が期待する効果をあげる
には，CSR 担当部門の活動は企業内の他の部門のそれや目標とは本来独立で
あるべき性格のものとも考えられる。とすれば，この種のジレンマをどう解決
すればよいのであろうか。次節では，ヤヨイ食品を対象としたアクションリ
サーチ⒁から得られた知見をもとに，この課題の解決の方向性を検討する。こ
こで，アクションリサーチとは，研究者がリサーチ対象となる組織に積極的に
関与して新しいアイデアを実践するよう支援するものであり，既存の事象を単
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に観察・記録するにとどまらず，対象組織と共同で実務の改善にあたるアプ
ローチ［Kaplan, 1998, pp.89-92］のことである⒂。
２．ヤヨイ食品の CSR 戦略マップ
　ヤヨイ食品は，調理済み冷凍食品の製造・販売を手がける中堅企業で，資本
金７億6,625万円，売上高325億円（2008年３月期），従業員数は1,200名に及ぶ。
同社は，地球的視野でものを考え，地域密着で行動する“小さな世界企業”と
なること，そして生活者に食の夢と感動を心を込めて届ける“顧客感動創造企
業”をビジョンに掲げ，さまざまな環境・社会貢献活動を，まさに義務ではな
く企業の責任として積極的に取り組んでいる。筆者らは2008年春に同社に対し
アクションリサーチへの協力を依頼し，同年７月より毎月１回のペースで同社
を訪問し，CSR の活動内容を確認しながら，成果の見えるアクションプラン
の作成を目指した。
　具体的な検討プロセスにおいては，戦略マップの作成を軸に，活動成果をど
のような指標によって評価するかが中心的な検討課題となった。これらと並行
して，同社の CSR 活動の実態を肌で感じたいという想いから，工場訪問およ
び同社の CSR を象徴する活動である KIDS シェフならびにシニアシェフ等も
見学した。ここで KIDS シェフとは，21世紀の日本の将来を担う子供達が強く
たくましく育ってほしいとの願いのもと，2000年から日本フランス料理技術組
合のシェフ達と全国の小学校を訪ねて料理を実体験させるという食育活動であ
り，同社の CSR を象徴する活動のひとつでもある。なお，コストはすべてヤ
ヨイ食品が負担するが，同社の食材は使わず，開催地域産の食材を必ず使用す
─────────────────
⒁　このアクションリサーチは，文部省科学研究費補助金の支給を受けて筆者がリーダを勤める研究
プロジェクトの一環として進行中のもので，メンバーは長谷川惠一（早稲田大学），八木裕之（横
浜国立大学），岩淵昭子（東京経営短期大学），千葉貴律（明治大学），大森明（横浜国立大学）の
各氏である。
⒂　管理会計におけるアクションリサーチの事例については，谷［2004］を参照されたい。
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ることになっている。
　他の活動については，以下適宜解説していくが，このアクションリサーチは
現在も進行中であり，同社の CSR の「見える化」という点ではようやく展望
が開けてきたところといえる。したがって，リサーチに関する詳細については
機会を改めて記述することとして，ここではリサーチの第一フェーズの成果物
といえる同社の CSR 担当部門の戦略マップに的を絞って検討を行うことにし
たい。
　図表３は，そのCSR戦略マップを示している。通常の戦略マップに比べると，
まずもって重要成功要因の数が多いことに気づくだろう。同社が実践する
CSR 活動を過不足なく盛り込もうとすると，どうしてもこれだけの項目が必
要となってくる。通常の戦略マップであれば，企業のビジョンや事業戦略の実
現にとってなにが重要なファクターであるかを見極めることが第一義的な目的
とされるが，少なくともヤヨイ食品の場合には，同社が実践すべき CSR の中
身はすでに決まっており，あらためてこれを識別ないし選択する必要はなかっ
た。その結果，それは戦略マップというよりも，アクションプランに近い性格
のものとなった。これには，つぎのような理由がある。
　じつは，ヤヨイ食品の総合品質保証本部長（兼）CSR・社会貢献推進室長で
ある橋本好一氏をはじめとする CSR 担当者との議論の過程において，筆者ら
は，真摯に CSR と向き合う同社の姿勢にある種の感動すら覚えることがしば
しばあった。同社にとって CSR とは，なんら特別な行為ではない。いわば，
企業が果たすべきごく当たり前の貢献に過ぎず，ゆえに一切の見返り，すなわ
ち経済的成果をもとめないというのが同社の CSR 活動のモットーである。同
様に，CSR は本業の延長線上にある活動であるから，自社の業務に関わりの
ない活動は行わない。たとえば，一見関連性が薄いように思われる「工場周辺
地域の祭りの協賛」や「ソフトボール大会の協賛」も，じつのところ，資金面
はもとより同社の社員の参加がなければ成り立たないのが現状で，同社は地域
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振興にとって欠かせない存在であるとともに，同社の工場にとっても安定した
操業を維持するうえで，地域から信頼されることは業務の根幹を支える重要な
要件となっているのである。
　また，同社は常日頃から「身の丈に合った」貢献を心がけている。すなわち，
できるところから実践するが，けっして無理をしないというのである。これに
くわえて，同社は社会，とくに地域社会が同社になにを期待しているかを十分
に理解している。おそらくは，他の多くの企業の場合と同様に，地域社会がヤ
ヨイ食品に期待する最大の貢献は雇用の確保と維持である。同社の３工場のひ
とつがある気仙沼市を例にとるなら，同市民の最大の雇用先を提供しているの
がヤヨイ食品であり，なおかつ同工場は宮城県沖地震・津波に備えた避難場所
として施設を提供するとともに，地域住民を巻き込んだ避難訓練を同社主導で
定期的に実施するなど，今日ではその地域にとって不可欠な存在となっている
のである。
　前章で，CSR の課題の選択にマテリアリティの評価がしばしば論点となる
ことに触れたが，ヤヨイ食品にとって同社が実践すべき CSR の中身は，あえ
てこれを識別したり，特定する必要のないものといえる。なぜなら，その中身
は本業との関わりのなかから，そして地域の暗黙の要請に応えるかたちで，必
然的に顕在化してくるものであり，しかも履行すべき範囲もまた，自社の身の
丈を考えればおのずと決まってくるものだからである。こうした同社の取組状
況を見ていると，正直 CSR とは本来そういうものなのであろうと思えてくる。
　そんなヤヨイ食品といえども，マテリアリティの評価とまったく無縁である
とはいっていられない状況が一方にはある。ただし，それはマテリアリティを
今日的意味ではなく，その本来の意味である経済的成果への影響度という意味
でとらえた場合の話である。すなわち，同社は伊藤忠グループに属するが，自
社の活動がグループ全体の財務業績やレピュテーションに悪影響を及ぼすこと
は当然許されない。くわえて，CSR を推進することで，本業に停滞が生じたり，
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多額のコスト増につながるような場合には，CSR 活動そのものがとん挫して
しまう可能性もある。それゆえに，CSR を継続的に実践していくためにも，
たとえ経済的成果に直接つながらずとも，少なくともこれに負の影響を及ぼす
と懸念される活動だけは回避するように努めなければならない。
　くわえて，ヤヨイ食品にあっても，すべての組織構成員がもろ手をあげて
CSR の推進に賛同しているわけではない。すなわち，CSR がはたして企業業
績の向上に貢献するものなのかどうかといった懐疑的な見方も社内の一部には
あり，こうした懸念を払しょくしたいとの思いが CSR 担当部門にはあった。
それが，今回筆者らのアクションリサーチへの協力を同社が受諾した基本的な
動機であったといってよいだろう。
３．CSR 関連諸活動のマテリアリティの評価
　ここで，ヤヨイ食品における CSR 戦略マップの検討プロセスを振り返るな
ら，同社の人々がしばしば疑問を呈することになったのが，はたして CSR が
戦略といえるものなのかどうかということであった。戦略マップを作成すると
いう目論見自体，CSRにある種の戦略性を認識しているからに他ならないが⒃，
その基本的な前提が折にふれて同社の CSR 思想と衝突することになったので
ある。
　前述のように，同社にとって CSR は日常的な業務の延長に過ぎず，競争優
位に立ちたいとか，売上を増大させたいといった思惑からは無縁のものだっ
た。そのため，本来 CSR に戦略的意味をもとめるべきではないとの思いが少
なからず同社の人々にはあったのである。それでも，CSR を戦略的（効果的）
に実践していくことは可能であり，かつ必要であるとの認識で一致し，CSR
戦略マップの活用に関する同意を得ることができた。
─────────────────
⒃　今日では，むしろ CSR にも戦略性が必要であると示唆する論者は少なくない。その代表的な論
者は Kotler & Lee［2005］である。
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　あらためて，図表３の戦略マップを見てみよう。そこでは，各重要成功要因
に対して成果指標が設定されているものの，その識別には多くの問題点が指摘
されうる。まず，各重要成功要因は本来的な意味での戦略目標ではないから，
これらに対してストレッチな目標を設定することはできない。そればかりか，
CSR 関連の目標は概して定量的指標とはなじみにくいことが，戦略マップの
作成プロセスで明らかとなった。ひとつには，これは CSR がもともと一切の
見返りを求めるものではないことに起因している。それでも，各 CSR 活動に
ついてはいつまでにどこまで実行するかを明らかにすることは重要である。し
かし，これを定量的な指標を用いて表現しようとなると，一挙にその困難性が
増加する。ヤヨイ食品の場合も，すべての重要成功要因に対して定量的な成果
指標が設定されてはいるが，すべてが意味ある指標といえるかどうかは疑問が
残るところである。
　これにくわえて，ヤヨイ食品が切望するマテリアリティの評価を戦略マップ
上で明確な形で「見える化」するのはほぼ不可能であった。繰り返し強調する
ように，同社の CSR 活動は財務的な成果とは無縁である。それでも，あえて
両者の相関を仮定してこれを戦略マップ上に描こうとすると，マップそのもの
の信頼性が問われることにもなりかねない。そこで，マテリアリティの評価は
戦略マップとは異なる手段に頼らざるをえなくなる。同社では，現在その方向
性を模索している段階だが，ひとつの可能性として以下のようなアプローチが
検討の俎上にあがっている。
　これは，戦略マップ作成の支援ツールである DTP ワークシート⒄の枠組み
を利用したものであるが，その際，マテリアリティに代えて Kaplan=Norton
［2004］が提唱するレディネス（readiness）という概念を援用する。レディネ
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⒄　DTP とはデザイン・ツー・パフォーマンス（design to performance）の略で，「計画段階で業績
を事前につくりこむ」ことを意味する。DTP ワークシートの実践例については，伊藤ほか［2003］
ならびに谷［2003, pp.240-252］を参照されたい。
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スとは，組織の戦略を支援するインタンジブルズの状態であり，財務流動性に
近い意味を有する［Kaplan & Norton, 2003, p.213］。それは，あるインタンジ
ブルズが経済的成果に結びつく程度と考えてよいが，この程度は絶対的なもの
ではなく，組織や経営環境に依存する相対的な性格のものであり，個々の
CSR 活動と財務的な成果とを結ぶ組織的なインフラストラクチャーの充足状
況といってもよいだろう。すなわち，CSR 関連の活動の多くはただちに経済
的成果に結びつく可能性は薄いが，そこになんらかの条件がくわわれば，その
可能性は多少なりとも拡大すると考えられる。その条件がどの程度整っている
かを斟酌しようというのが，先のレディネスの評価ということができる。
　図表４は，そのレディネス評価の簡単なモデルを示したものである。評価は，
基本的にはワークシート上で CSR 関連の重要成功要因と財務的なパフォーマ
ンス指標（準財務指標を含む）が対応するそれぞれのセルにおいて行われる。
その際，レディネスの程度を±５の10段階（マイナスは，トレードオフないし
負の相関を意味する）で評価するが，当然ながら，すべてのセルが埋まるわけ
ではない。というよりは，むしろ空欄となるセルの方が多いと考えられる。
　そこで，上記のレディネスが確認できない場合は，別途，CSR の重要成功
要因相互の相関の強度を５段階（マイナスの相関は考えにくいので）で評価し，
ある重要成功要因が財務的な成果との相関が認められなくとも，これと相関を
有する他の重要成功要因――この相関の評価は，ワークシートの左端に突き出
た三角形の空間おいて行う――が財務的な成果と関連していれば，因果連鎖が
つながり，レディネスが確保できていると判断できる。その際，どの程度のレ
ディネスが確認できれば妥当と評価するかは，個々の組織が任意に判断すれば
よい。というのも，このレディネス評価の基本的な目的は，自社の CSR の履
行の範囲と規模について，組織構成員ならびにトップマネジメントの合意を得
ることにあるからである。なお，ワークシートの備考欄は，レディネスを向上
させるための要件となる事項やトレードオフが確認された場合の対応策等を記
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述するために用いられる。
　およそ以上が，DTP ワークシートを活用したレディネス評価の概要である。
ただし，上記の作成ならびに検討プロセスは今後のアクションリサーチの進展
次第で多少なりとも変わってくる可能性がある。その点も含めて，このサポー
トツールが CSR と経済的成果との関係の「見える化」と CSR 活動それ自体の
さらなる進展にとってどれほどの貢献を果たしうるものなのかについては，機
会をあらためて検証を試みることにしたい。
Ⅴ．要約と結論
　本稿では，CSR を将来的には企業の財務的な成果に結びつくインタンジブ
ルズであると考え，その「見える化」の意義を検討し，あわせてこれを実現す
るためのアプローチについて展望を試みた。上記の「見える化」の対象となる
のは，⑴履行すべき責任の範囲，⑵ CSR 各活動間の相互関連性，⑶本業およ
びその成果と CSR 活動およびその成果との因果連鎖，および⑷ CSR の履行が
社会・環境に与える影響である。これらが「見える化」されることで，なにを
どこまで果たすかが明らかになるとともに，CSR そのものの履行の効果を高
めると期待できる。
　本論では，この「見える化」に向けた各種のアプローチを検討した。まず，
最初に検討した CSR イノベーションは，とくに⑴と⑷を中心にこの「見える
化」に貢献すると考えられるが，⑵および⑶の課題についてはあまり重視され
てはいない。くわえて，検討項目が多岐に及び，評価プロセスも複雑なため，
継続的な活用には限界がある。また，CSR イノベーションをベースに設計さ
れた日産の CSR スコアカードでは，マテリアリティの評価がなされている点
が注目される。
　マテリアリティは，本来は経済的成果に影響する重要な要因を意味するが，
日産のケースでは「自社への影響度」と「社会への影響度・関心度」とに分け
334
89インタンジブルズとしての CSR
てこれを評価している。前者に関しては，当然のことながら，経済的成果に対
する影響が意識されるであろうが，スコアカードそのものはどの CSR 活動が
効果をあげたかに重きをおく評価体系となっているため，経済的成果に対する
影響を明確に判定することはできない。さらに，CSR 各活動間の相互関連性
も評価の対象とはなっていない等の課題も指摘されうる。
　この点に関していえば，とくに CSR 各活動間の相互関連性の「見える化」
に関して効果が期待できるのが，サスティナビリティ・スコアカードである。
これは，BSC ないし戦略マップの考え方を CSR に応用したものであり，基本
的には前述の４つのタイプのすべての「見える化」に有効であり，また適切な
成果指標が選択された場合には，経済的成果との関連性も明確になろう。ただ
し，CSR 活動そのものの性格ゆえに，こうした役割期待に現状では十分応え
ることができていない。とくに，全社的もしくは事業部レベルで戦略マップを
描く場合はともかくも，CSR 担当部門の戦略マップを想定するなら，この課
題はより一層大きな障害となってくると考えられる。
　それゆえ，戦略マップだけに頼るのではなく，別のサポート手段を併用する
ことによって，戦略マップ上では難しいCSRと経済性成果との関連性をレディ
ネスの評価という形で DTP ワークシート上で行うという新しいアプローチに
ついて展望を試みた。
　はたしてこのアプローチが有効であるか否かは，アクションリサーチの今後
の展開プロセスの中で検証されることになるであろうが，そもそもなにゆえに
CSR と経済的な成果との関連性が議論になるのかを，ここであらためて確認
しておくことにしたい。
　くりかえし強調するように，本論ではとくに前述の関連性の「見える化」に
フォーカスをあてて議論を展開してきた。とはいえ，それは経済的な成果を期
待して，あるいはそこに結びつくように CSR を戦略的に実行すべきだと主張
するものではけっしてない。CSR が経済的にペイするかどうかは検証できな
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いが，他方で経済的にペイしない限り，CSR を継続的に履行していくことは
できないのもまた事実である。そうであれば，なんらかの施策なり手段をつう
じて両者の関連性を「見える化」することには重大な意味があると考えられる。
とくに，社会や組織内に多少なりとも CSR の履行について懐疑的な見方が存
在するような場合には，これを払しょくするために上記の「見える化」は不可
欠の検討課題となってこよう。
　そうはいっても，そのことがそれほど重要な問題なのかとの疑問を抱く論者
もいるにちがいない。なぜなら，一般的には，企業がどのような社会的貢献を
どこまで果たしうるのかを問題視することのほうがより重要と考えられている
と思うからである。しかしながら，本業との関わりの中でCSRを考えるならば，
なにをなすべきかはじつはおのずと明らかになるはずだと筆者は考えている。
くわえて，ヤヨイ食品のケースが示唆するように，CSR とはけっして特別な
行為を意味するものではない。今日，企業それ自体が社会的な存在である以上，
その社会の一員としてごく当たり前の貢献を果たす。それこそが CSR の本来
的な意味であろう。とすれば，あえて何をなすべきかを議論する必要はなく，
また CSR の継続的な履行を前提とする限り，企業はその規模や資金力に応じ
た貢献を果たす以外にないのであるから，「どこまで」といった議論も無意味
となってくるはずである。
　それだけに，米国のサブプライムローン問題の余波を受けて世界的に急速な
景気の落ち込みが続くなか，これまで CSR の旗振役をつとめてきた大企業が
こぞってリストラを断行しているのを見せつけられると，彼らが標榜する
CSR とはいったいなんだったのかと，問い直してみたい気持ちにもなってく
る。
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